
 - 1 - 

 

 

 

 

 

 

 

横浜市情報公開・個人情報保護審査会答申第3295号から第3299号までについて 

横浜市情報公開・個人情報保護審査会（会長 松村
まつむら

 雅生
ま さ お

）は、本日、次の５件の答申

を行いました。 

答申第3295号、第3297号及び第3298号では、横浜市長が行った保有個人情報不開示決定

はそれぞれ妥当であると判断しています。 

答申第3296号及び第3299号では、横浜市人事委員会が行った保有個人情報不開示決定は

それぞれ妥当であると判断しています。 

 

１ 答申の件名  

(1) 「令和６年度 特定文書番号１の事前協議に係る資料全て」の保有個人情報不開示決定に

対する審査請求についての答申 

【答申第3295号】 

(2) 「メール（別紙A-1～A-3、別紙B-1～B-3、別紙C-1～C-3、別紙D-1～D-3参照）に対する人

事委員会事務局調査任用部調査課の対応状況がわかる資料全て」の保有個人情報不開示決定

に対する審査請求についての答申 

【答申第3296号】 

(3) 「請求者は別紙A-1～A-3、別紙B-1～B-3、別紙C-1～C-3、別紙D-1～D-3のとおり、旭区税

務課に所属する課長、係長へ同じメールを計145回送付（３～66回目と68～144回目に送付し

たメール添付省略）いたしましたが、お返事がいただけておりません。なお、CCには市民情

報課に所属する課長、係長と人事委員会事務局調査任用部調査課と任用課に所属する課長を

入れさせていただきました。つきましては、以下①～④について旭区税務課と市民情報課と

人事委員会事務局調査任用部調査課と任用課へ請求します。②上記のメール（別紙A-1～A-

3、別紙B-1～B-3、別紙C-1～C-3、別紙D-1～D-3参照）に対する市民情報課の対応状況がわ

かる資料全て」の保有個人情報不開示決定に対する審査請求についての答申 

【答申第3297号】 

(4) 「別紙１のとおり（別紙A-1～3、B-1～3、C-1～3、D-1～3は別紙１の補足資料、本紙含み

計14枚で一式）」の保有個人情報不開示決定に対する審査請求についての答申 

【答申第3298号】 

(5) 「メール（別紙A-1～A-3、別紙B-1～B-3、別紙C-1～C-3、別紙D-1～D-3参照）に対する人

事委員会事務局調査任用部任用課の対応状況がわかる資料全て」の保有個人情報不開示決定

に対する審査請求についての答申 

【答申第3299号】 

 

 

 

令 和 ８ 年 １ 月 1 4 日 
市 民 局 市 民 情 報 課 

横 浜 市 記 者 発 表 資 料 
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２ 諮問までの経過等  

答申番号 開示請求日 決定通知日 審査請求日 諮問日 実施機関 

3295 令和６年６月19日 令和６年７月１日 令和６年７月26日 令和６年８月26日 市長 

3296 令和６年８月１日 令和６年８月14日 令和６年９月17日 令和６年10月15日 人事委員会 

3297 令和６年８月１日 令和６年８月21日 令和６年９月17日 令和６年10月16日 市長 

3298 令和６年８月１日 令和６年８月29日 令和６年９月17日 令和６年10月17日 市長 

3299 令和６年８月１日 令和６年８月14日 令和６年９月17日 令和６年10月17日 人事委員会 

 

３ 対象保有個人情報、原処分の決定内容、審査会の結論  

答申 
番号 

対象保有個人情報 原処分の決定内容･主な理由(概要) 
審査会 
の結論 

  保有個人情報不開示  

3295 

「令和６年度 特定文書番号１の

事前協議に係る資料全て」（以下

「本件保有個人情報」という。） 

個人情報の保護に関する法律（平成15年法

律第57号。以下「法」という。）第82条第２

項に該当 

不存在 

（当該本人請求に係る保有個人情報は作成

しておらず、保有していないため） 

原処分妥当 

  保有個人情報不開示  

3296 

「メール（別紙 A-1～A-3、別紙 B-

1～B-3、別紙 C-1～C-3、別紙 D-1

～D-3 参照）に対する人事委員会事

務局調査任用部調査課の対応状況

がわかる資料全て」（以下「本件

保有個人情報」という。） 

法第82条第２項に該当 

不存在 

（当該開示請求に係る保有個人情報は取

得、作成しておらず、保有していないため） 

原処分妥当 

  保有個人情報不開示  

3297 

「請求者は別紙 A-1～A-3、別紙 B-

1～B-3、別紙 C-1～C-3、別紙 D-1

～D-3 のとおり、旭区税務課に所属

する課長、係長へ同じメールを計

145 回送付（３～66 回目と 68～144

回目に送付したメール添付省略）

いたしましたが、お返事がいただ

けておりません。なお、CC には市

民情報課に所属する課長、係長と

人事委員会事務局調査任用部調査

課と任用課に所属する課長を入れ

させていただきました。つきまし

ては、以下①～④について旭区税

務課と市民情報課と人事委員会事

務局調査任用部調査課と任用課へ

請求します。②上記のメール（別

紙 A-1～A-3、別紙 B-1～B-3、別紙

C-1～C-3、別紙 D-1～D-3 参照）に

対する市民情報課の対応状況がわ

かる資料全て」（以下「本件保有

法第82条第２項に該当 

不存在 

（当該メールに関する他課とのやり取り及

び市民情報課における対応に係る記録はな

く、当該開示請求に係る保有個人情報は取

得し、または作成しておらず、保有していな

いため） 

原処分妥当 
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答申 
番号 

対象保有個人情報 原処分の決定内容･主な理由(概要) 
審査会 
の結論 

個人情報」という。） 

  保有個人情報不開示  

3298 

「別紙１のとおり（別紙 A-1～3、

B-1～3、C-1～3、D-1～3 は別紙１

の補足資料、本紙含み計 14 枚で一

式）」（以下「本件保有個人情

報」という。） 

法第82条第２項に該当 

不存在 

（当該本人請求に係る保有個人情報は作成

しておらず、保有していないため） 

原処分妥当 

  保有個人情報不開示  

3299 

「メール（別紙 A-1～A-3、別紙 B-

1～B-3、別紙 C-1～C-3、別紙 D-1

～D-3 参照）に対する人事委員会事

務局調査任用部任用課の対応状況

がわかる資料全て」（以下「本件

保有個人情報」という。） 

法第82条第２項に該当 

不存在 

（当該開示請求に係る保有個人情報は取

得、作成しておらず、保有していないため） 

原処分妥当 

 

４ 審査会の判断の要旨  

答申
番号 

判断の要旨 

3295 

《本件保有個人情報について》 

本件保有個人情報は、開示請求書の記載から、令和６年度特定文書番号１の事前協議に係

る資料全てと解される。 

《本件保有個人情報の不存在について》 

ア 実施機関に確認したところ、次のとおり説明があった。 

(ｱ) 令和６年６月14日特定文書番号１「令和６年５月15日特定文書番号２による保有個人

情報不開示決定に対する審査請求の諮問及び弁明書に対する反論書の提出依頼につい

て」（以下「本件起案文書」という。）に係る弁明書の作成のために電子メールを用い

て市民局市民情報課とやり取りを行っており、本件起案文書が決裁される前の段階にお

いては、市民局市民情報課とやり取りをした電子メール（以下「市民情報課とのメール」

という。）が存在していた。しかし、市民情報課とのメールは、保存期間が１年未満の

行政文書として、本件起案文書の決裁後、本人宛文書の送付を経て、令和６年６月17日

以降に廃棄している。よって、開示請求日時点では廃棄済みであり、保有していない。 

(ｲ) そのほか、対象となる保有個人情報は存在しない。 

イ 実施機関は、開示請求日時点において、市民情報課とのメールは、横浜市行政文書管理

規則（平成12年３月横浜市規則第25号。以下「規則」という。）第10条第４項に基づき制

定する行政文書分類表（共通）に例示されている「１ 庶務」「１ 総括」「庶務関係書

類」「６ 意思決定の途中段階で作成したもので、当該意思決定に与える影響がないもの

として、１年以上の保存を要しないと判断した文書（局区内部の軽易な検討文書を含む）」

に該当するものとして、保存期間を１年未満としていた。保存期間が１年未満の行政文書

の廃棄については、事務処理上不要となった時点で行うことが、規則第13条第２項に定め

られている。 

そのため、市民情報課とのメールは、本件起案文書の決裁後、本人宛文書の送付を経て、

令和６年６月17日以降に速やかに廃棄したものと認められ、開示請求日時点では廃棄済み

であるという実施機関の説明は、規則に整合するものであり、是認できるものである。 

また、その余の実施機関の説明に不自然、不合理な点は見当たらない。 

3296 《人事委員会事務局調査課に係る事務について》 

人事委員会事務局調査課では、横浜市人事委員会事務局の組織に関する規則（昭和58年３



 - 4 - 

答申
番号 

判断の要旨 

月横浜市人事委員会規則第１号）第３条に基づき、人事委員会の委員及び委員会の議事に関

すること、人事行政制度に関する総合的な調査研究及び企画立案並びに勧告及び意見の申出

等に関すること、職員の人事評価、給与、勤務時間その他の勤務条件に関する制度の調査研

究並びに勧告及び報告等に関すること等の事務を所掌している。 

《本件保有個人情報について》 

本件保有個人情報は、開示請求書の記載から、審査請求人が、令和５年11月27日、同年12

月１日、令和６年４月２日、同年７月31日ほかに旭区税務課の特定職員に宛てて送信した

メール（以下「本件メール」という。）に対する人事委員会事務局調査課の対応状況が分か

る文書と解される。 

《本件保有個人情報の不存在について》 

ア 実施機関に確認したところ、次のとおり説明があった。 

 (ｱ) 本件メールは、旭区税務課の特定職員に宛てて送信されたものであり、CCに当時の人

事委員会事務局長、調査任用部長、調査課長及び任用課長の個人アドレスが含まれてい

るが、CCであること、内容も人事委員会事務局調査課の所掌業務でないことから、対応

不要と判断した。 

 (ｲ) 本件メールにつき、対応不要と判断するに当たって、協議、会議、打合せ等は行って

おらず、協議、会議、打合せ等のメモ、電子メール、議事録、会議録等は存在しない。 

(ｳ) 本件メールについては対応不要と判断しており、審査請求人へ返信等は行っていな

いため、返信等の電子メールは存在しない。 

(ｴ) そのほか、人事委員会事務局調査課の対応状況が分かる文書は、存在しない。 

イ このような実施機関の説明に不自然、不合理な点は認められない。 

3297 

《市民局市民情報課に係る事務について》 

市民局市民情報課では、横浜市事務分掌規則（昭和27年10月横浜市規則第68号）に基づき、

情報公開制度に関すること、個人情報の保護に関すること、横浜市情報公開・個人情報保護

審査会に関すること、横浜市個人情報保護審議会に関すること等の事務を所掌している。 

《本件保有個人情報について》 

本件保有個人情報は、開示請求書の記載から、審査請求人が、令和５年11月27日、同年12

月１日、令和６年４月２日、同年７月31日ほかに旭区税務課の特定職員に宛てて送信した

メール（以下「本件メール」という。）に対する市民情報課の対応状況が分かる文書と解さ

れる。 

《本件保有個人情報の不存在について》 

ア 実施機関に確認したところ、次のとおり説明があった。 

 (ｱ) 本件メールは、旭区税務課の特定職員に宛てて送信されたものであり、CC欄に市民局

市民情報課の職員が含まれているが、市民局市民情報課の所掌業務そのものではなく、

特段対応する義務を課されるものではないことから、対応不要と判断した。 

 (ｲ) 本件メールにつき、対応不要と判断するに当たって、協議、会議、打合せ等は行って

おらず、協議、会議、打合せ等のメモ、電子メール、議事録、会議録等は存在しない。 

(ｳ) 本件メールについては対応不要と判断しており、審査請求人へ返信等は行っていな

いため、返信等の電子メールは存在しない。 

(ｴ) 本件メールについて、旭区税務課並びに人事委員会事務局調査課及び任用課から相

談等を受けておらず、市民局市民情報課において対応した事実もないため、これらに係

る記録は存在しない。 

(ｵ) そのほか、市民局市民情報課の対応状況が分かる文書は、存在しない。 

イ このような実施機関の説明に不自然、不合理な点は認められない。 

3298 
《本件保有個人情報について》 

本件保有個人情報は、開示請求書の記載から、審査請求人が令和５年11月27日、同年12月

１日、令和６年４月２日、同年７月31日ほかに計145回旭区税務課に所属する課長、係長に宛
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答申
番号 

判断の要旨 

てて送信した電子メール（添付ファイル：開示請求・審査請求に係る資料及び過去の電子

メールを含む。）に対する旭区税務課の対応状況が分かる文書と解される。 

《本件保有個人情報の不存在について》 

実施機関に確認したところ、次のとおり説明があった。 

ア 開示請求書の別紙A-1からA-3まで、別紙B-1からB-3まで、別紙C-1からC-3まで及び別紙

D-1からD-3までの電子メールにおける質問については、審査請求人が令和５年９月13日付

で行った審査請求及び令和６年５月24日付で行った審査請求に関する内容であり、これら

の審査請求はそれぞれ令和５年10月10日及び令和６年６月14日に審査会へ諮問しており、

審査会からの答申が出されるまでは上記質問の内容について実施機関として回答すべき

とは考えておらず、対応していないので、上記質問への対応に関する文書及び記録は存在

しない。 

イ 令和５年８月21日特定文書番号１による保有個人情報不開示決定及び当該決定に対す

る令和５年９月13日付審査請求に係る令和５年10月10日特定文書番号２による弁明書に

係る質問以外の旭区税務課の所掌事務に係る問合せについては、令和５年11月21日に当時

の旭区税務課の職員が、電子メールにより回答している。 

ウ 開示請求書の別紙A-1からA-3まで、別紙B-1からB-3まで、別紙C-1からC-3まで及び別紙

D-1からD-3までの電子メールについては対応不要と判断しており、審査請求人へ返信等は

行っていないため、返信等の電子メールは存在しない。 

エ そのほか、旭区税務課の対応状況が分かる文書は、存在しない。 

《本件処分の妥当性》 

ア 開示請求書並びに開示請求書の別紙A-1からA-3まで、別紙B-1からB-3まで、別紙C-1か

らC-3まで及び別紙D-1からD-3までの電子メールの記載から、審査請求人が開示を求める

のは令和５年11月27日以降の電子メールに対応するものであるため、実施機関が令和５

年11月21日に送信した上記《本件保有個人情報の不存在について》イの電子メールは、対

象となる保有個人情報に含まれない。 

イ このような実施機関の説明に不自然、不合理な点は見当たらない。 

3299 

《人事委員会事務局任用課に係る事務について》 

人事委員会事務局任用課では、横浜市人事委員会事務局の組織に関する規則（昭和58年３

月横浜市人事委員会規則第１号）第３条に基づき、職員の任用制度に関する調査研究及び企

画立案に関すること、職員の採用試験の立案及び実施に関すること、職員の昇任試験の立案

及び実施に関すること等の事務を所掌している。 

《本件保有個人情報について》 

本件保有個人情報は、開示請求書の記載から、審査請求人が、令和５年11月27日、同年12

月１日、令和６年４月２日、同年７月31日ほかに旭区税務課の特定職員に宛てて送信した

メール（以下「本件メール」という。）に対する人事委員会事務局任用課の対応状況が分か

る文書と解される。 

《本件保有個人情報の不存在について》 

ア 実施機関に確認したところ、次のとおり説明があった。 

 (ｱ) 本件メールは、旭区税務課の特定職員に宛てて送信されたものであり、CCに当時の人

事委員会事務局長、調査任用部長、調査課長及び任用課長の個人アドレスが含まれてい

るが、CCであること、内容も人事委員会事務局任用課の所掌業務でないことから、対応

不要と判断した。 

 (ｲ) 本件メールにつき、対応不要と判断するに当たって、協議、会議、打合せ等は行って

おらず、協議、会議、打合せ等のメモ、電子メール、議事録、会議録等は存在しない。 

(ｳ) 本件メールについては対応不要と判断しており、審査請求人へ返信等は行っていな

いため、返信等の電子メールは存在しない。 

(ｴ) そのほか、人事委員会事務局調査課の対応状況が分かる文書は、存在しない。 
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答申
番号 

判断の要旨 

イ このような実施機関の説明に不自然、不合理な点は認められない。 

 

 

※ 答申全文については、次のＵＲＬをご覧ください。 

 https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/gyosei-kansa/joho/kokai/johokokaishinsakai

/shinsakai/toshinR7.html 

 

お問合せ先 

市民局市民情報課長  平賀 匡生  Tel 045-671-3881 
 

https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/gyosei-kansa/joho/kokai/johokokaishinsakai/shinsakai/toshinR7.html
https://www.city.yokohama.lg.jp/city-info/gyosei-kansa/joho/kokai/johokokaishinsakai/shinsakai/toshinR7.html

